
財務諸表に対する注記 

 
 
１．重要な会計方針 
   財務諸表は、公益法人会計基準を採用している。 

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
貯蔵品は、最終仕入原価法及び売価還元法によっている。 

 
（２）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産は、定率法による減価償却を実施している。ソフトウェアは、

定額法による減価償却を実施している。 

 
（３）引当金の計上基準 

賞与引当金は、職員に対する賞与の支給に備えるための費用を計上している。 
退職給付引当金は、職員に対する退職金の支給に備えるための費用を計上し

ている。 

       
（４）リース取引の処理 

重要なリース取引以外は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってい

る。 

 
（５）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。  

 
２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 
                                （単位：円） 

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

 預金 

特定資産 

特定費用積立金 

資産取得資金 

特定費用準備資金 

 

105,200,000 

 

80,000,000 

2,000,000 

48,000,000 

 

0 

 

24,000,000 

27,900,000 

0 

 

0 

 

0 

0 

0 

 

105,200,000 

 

104,000,000 

29,900,000 

48,000,000 

合計 235,200,000  51,900,000  0 287,100,000 

  



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 
   基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に

対応する額） 

基本財産 

預金 

特定資産 

特定費用積立金 
(家畜伝染病等諸準備積立預金) 

資産取得資金 
(業務用洗濯機更新積立預金) 
(大貫豚枝肉搬送用コンベア取得積立預金) 

特定費用準備資金 
(収支変動に備えた積立預金) 

 

105,200,000 

 

104,000,000 

 

29,900,000 

(2,900,000) 

(27,000,000) 

48,000,000 

 

(105,200,000) 

 

0 

0 

  

 

0 

 

0 

 

(104,000,000) 

 

(29,900,000) 

     

 

(48,000,000)           

 

0 

 

0 

 

0 

    

0 

合計 287,100,000 (105,200,000) (181,900,000) 0 

 
４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期期末残高は、次のとおりである。 

                                                                                 

（単位：円） 

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物付属設備 

機械装置 

工具器具備品 

ソフトウェア 

821,700 

7,726,890 

8,273,848 

1,737,580 

406,184 

3,342,952 

3,236,192 

841,886 

415,516 

4,383,938 

5,037,656 

895,694 

合計 18,560,018 7,827,214 10,732,804 

  



５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

   補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

                                                                                    

（単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上

の記載区分 

補助金 
と畜解体事業補助金 

 

食肉低温流通事業補

助金 

 

と畜場 HACCP 対応 

補助金 

 

名古屋市 

 

名古屋市 

 

 

名古屋市 

 

0 

 

0 

 

 

0 

 

88,806,000 

 

111,321,000 

 

 

9,424,000 

 

88,806,000 

 

111,321,000 

 

 

9,424,000 

 

0 

 

0 

 

 

0 

 

- 

 

- 

 

 

- 

合計  0 209,551,000 209,551,000 0 - 

 
６．関連当事者との取引内容 
   該当なし。 

 
 
７．重要な後発事象 
   該当なし。 

  



附属明細書 

 
 
 
１．基本財産及び特定資産の明細 
   財務諸表に対する注記２で記載しているので省略する。 

 
 
２．引当金の明細 

                               （単位：円） 

科目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞与引当金 43,538,000 43,657,000 43,538,000 0 43,657,000 

退職給付引当金 10,119,492 1,898,738 0 0 12,018,230 

 


